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　　　　　 ～　災害時の応急対策工事等　～

　災害時において、迅速な被災状況の把握や円滑かつ的確な災害

対応を図るためには、建設業者の協力が必要不可欠であるため、

事前に協力体制を構築しておく必要があります。

　当事務所では、災害時にポンプ、堰･水門、樋門・樋管等の機械設

備における機能維持及び災害対策用機械の運搬について建設業者

の協力を得るため、一定の参加資格を有する会社を公募し、平成２

２年度の協定の締結をすることとしました。

　応募の期限は平成２２年３月１２日です。技術資料等説明書は、遠

賀川河川事務所　管理課で交付いたします。

平成２２年度　災害時協力会社の公募について
〈大規模災害発生時の組織的な支援活動の迅速な確立のため〉

（ポンプ、堰・水門、樋門・樋管等の機械設備及び災害対策用機械の運搬）

遠賀川河川事務所の最新情報を配信 平成22年2月26日



公 告

（遠賀川河川事務所管内における小型水門設備の災害時等応急対策工事（業務）に関する

基本協定）

次のとおり、公告する。

平成２２年２月２６日

国土交通省 九州地方整備局

遠賀川河川事務所長 近藤 修

１．基本協定の概要等

基本協定の内容（１）

遠賀川河川事務所直轄管理区間において小型水門設備に関わる災害が発生、若しくは災

害の発生が予想される場合、災害の応急対策に関しこれに必要な組織及び建設機械、並び

に資材、労力等（以下「建設資機材等」という）の確保及びその動員の方法を定め、災害

の拡大防止と被害施設の早期復旧に期することを目的とするものである。

（本協定の範囲は、 対象小型水門設備の機械設備とする ）添付する 。

基本協定期間（２）

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

（３） 基本協定の締結業者の選定

本協定締結業者の選定については、地域の精通度、施工実績、資材・機材の確保、簡

易な施工計画を提出された技術資料等から総合的に評価して協定締結業者２社程度を決

定する評価方式である。

災害時等応急対策工事（業務）の実施方法（４）

基本協定締結後、災害等発生し緊急的に工事（業務）を実施する場合は、速やかに

工事（業務）請負契約を締結する。工事（業務）の実施に当たっては関係法令を遵

守するものとする。

ただし、基本協定締結後、災害等の発生のなかった場合は、実際の工事（業務）を

行わないことを付記する。

また、災害協定を締結する時点において法定外労働災害補償制度に加入しているこ

とを条件としないが、協定に基づき工事請負契約を締結する時点において法定外労働

災害補償制度(元請・下請を問わず補償できる保険であること）に加入していること

を条件とする。

なお請負契約の条件となる保険は、工事現場単位で随時に加入する方式、または直

前１年間の完成工事高により掛金を算出し保険期間内の工事を保険対象とする方式、

いずれの方式であっても差し支えないものとする。

２．参加資格要件

予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号 （以下「予決令」という ）（１） ） 。

第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

本店又は支店営業所等が所在すること。（２） 九州地方整備局管内に

平成２１・２２年度の機械設備（３） 九州地方整備局（港湾空港関係を除く ）における。



公 告

（遠賀川河川事務所管内における災害対策車運搬等に関する基本協定の締結）

次のとおり公告します。

平成２２年２月２６日

国土交通省 九州地方整備局

遠賀川河川事務所長 近藤 修

１．基本協定の概要等

基本協定の目的（１）

この協定は、遠賀川河川事務所の直轄管理区間、または 「九州地方整備局防災業、

務計画」に基づき災害対策本部長、災害支援本部長もしくは、応援対策本部長（九州

地 方整備局長）から出動命令があった場合は、遠賀川河川事務所の直轄管理区間以外

（他 の直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）において発生した災害の応急対策

に関 し、これに必要な組織及び建設資機材、労力等（以下「建設資機材等」とい

う ）の確保 及びその対応方法も定め、もって、災害の拡大防止と施設被害の早期復。

旧に期するこ とを目的とする。

基本協定の内容（２）

遠賀川河川事務所長は、災害が発生し又は発生の恐れがある場合に、必要と認めるとき

は、災害状況に応じて応急対策業務を要請することができるものとする。

２．前項の要請があったときは、特別な理由がない限り遠賀川河川事務所長の指示により応

急対策業務を実施するものとする。

３．遠賀川河川事務所長は、国土交通省が保有する災害対策用機械・機器の運搬及び運転に

係 わる業務を要請する場合もある。

４．これらの業務を適切に対応が出来るよう河川情報センター、日本道路情報センター等を

通じて的確な情報収集に努めるものとする。

基本協定期間（３）

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

（４） 基本協定の締結業者の選定

本協定締結業者の選定については 地域の精通度 施工実績 資材・機材の確保 簡、 、 、 、

易な施工計画を提出された技術資料等から総合的に評価して協定締結業者２社程度を

決定する評価方式である。

災害対策車の運搬方法（５）

基本協定締結後、災害等発生し緊急的に運搬等を実施する場合は、速やかに運搬

等請負契約を締結する。運搬の実施に当たっては関係法令を遵守するものとする。

ただし、基本協定締結後、災害等の発生のなかった場合は、実際の運搬等を行わ

ないことを付記する。

また 災害協定を締結する時点において法定外労働災害補償制度に加入していることを、

条件としないが、協定に基づき工事請負契約を締結する時点において法定外労働災害補償

。制度(元請・下請を問わず補償できる保険であること）に加入していることを条件とする

なお請負契約の条件となる保険は、工事現場単位で随時に加入する方式、または直前１



年間の完成工事高により掛金を算出し保険期間内の工事を保険対象とする方式、いずれの

方式であっても差し支えないものとする。

２．参加資格要件

予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号 （以下「予決令」という ）（１） ） 。

第７０ 条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

本店又は支店営業所等が所在すること。（２） 福岡県内に、

平成２１・２２年度の機械設備（３） 九州地方整備局（港湾空港関係を除く ）における。

係る一工事かつ平成２２・２３・２４年度の役務の提供「建物管理等各種保守管理」に

般競争参加資格の認定を受ける予定であること（会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続

開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認

ただし、手続開始の申し立てがなされている者においては、以定を受けていること 。。）

下の①及び②の要件を満たす場合、参加資格を有するものとする。

① 手続開始の決定を受けていること。

② 手続開始の決定後、以下のア）～ウ）を競争参加資格申請場所のいずれか１箇所に

提出していること。

ア）更生手続開始決定書又は再生手続開始決定書（鮮明であれば写しでも可）

イ）許可決定に伴い定款、役員等に変更があった場合には、それを証明する書類（鮮明

であれば写しでも可）

ウ）上記イ）に伴う競争参加資格審査申請書変更届（物品製造等）詳しくは、競争参加

者

の資格に関する公示（平成２２年１月８日）による。

（４） 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続の申立てがなされている者（上記（３）の再認定を受けた者を除く ）。

でないこと。

（５） 協定締結対象業者は経常共同企業体を除く。

６ 基本協定区間内で 平成１６年４月以降に国 公団又は県市町村発注の機械設備工（ ） 、 、

事 の工事実績または、機械設備の点検業務や修繕の契約実績があること。

７ 九州地方整備局 港湾空港関係は除く の発注した機械設備工事のうち平成１６（ ） （ 。）

年４ 月１日以降に完成した工事の施工実績がある場合においては、当該工事に係る工事

成績 評定表の評定点の平均が６５点以上であること。

（８） 緊急業務に対応した体制の確保として、災害時に、大型自動車の運転免許所有者が、

２名以上 玉掛け・小形移動式クレーン運転技能所有者を１名以上 その他作業に従事、 、

できるものを２名以上確保できること なお 大型運転免許所有者と玉掛け・小形移動。 、

式クレーン運転技能所有者は、同一でかまわない。

９ 協力依頼対象地域内において必要な資材・機材の確保が確認できる資材及び機材の（ ）

保 有量一覧表又は調達計画表の提出ができること。

10 災害時の車両等運搬における注意点と対応方法 について簡易な施工計画を提出（ ） 「 」



する こと。

（11） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも

のとして、 国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している

者でないこと。

３．本基本協定に関する手続等

（１） 担当部局

〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 管理課

担当：管理課長 篠原 昌秀 （内線３３１）

専門職 福島 秀明 (内線４９０）

電話０９４９－２２－１８３０（代）

０９４９－２３－３４７８FAX

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法

① 交付期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 ２ 管理課内F

③ 交付方法： 手渡しによる。

協定締結参加資格認定申請書及び技術資料等の提出期間、場所及び方法（３）

① 提出期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 上記３ （１）に同じ。．

③ 提出方法： 持参、又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のも

の に限る。提出期間内必着。 を添付すること ）により提出する。FD 。

４．その他

１ 技術資料の作成要領 基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については 技（ ） 、 、「

術 資料等説明書による 」。

（２） 本協定締結後は、業種が機械設備工事において、総合評価入札制度の評価対象となる

場 合がある。



公 告

（遠賀川河川事務所管内における排水ポンプ設備の災害時等応急対策工事（業務）に関す

る基本協定の締結）

次のとおり公告します・

平成２２年２月２６日

国土交通省 九州地方整備局

遠賀川河川事務所長 近藤 修

１．基本協定の概要等

基本協定の目的（１）

遠賀川河川事務所直轄管理区間において排水ポンプ設備に関わる災害が発生 若しくは、

災害の発生が予想される場合 災害の応急対策に関しこれに必要な組織及び建設機械 並、 、

びに資材 労力等 以下 建設資機材等 という の確保及びその動員の方法を定め 災、 （ 「 」 ） 、

害の拡大防止と被害施設の早期復旧に期することを目的とするものである。

（本協定の範囲は、 対象排水ポンプ設備の機械設備とする ）添付する 。

基本協定期間（２）

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

（３） 基本協定の締結業者の選定

本協定締結業者の選定については 地域の精通度 施工実績 資材・機材の確保 簡、 、 、 、

易な施工計画を提出された技術資料等から総合的に評価して協定締結業者２社程度を

決定する評価方式である。

災害時等応急対策工事（業務）の実施方法（４）

基本協定締結後、災害等発生し緊急的に工事（業務）を実施する場合は、速やかに

工 事（業務）請負契約を締結する。工事（業務）の実施に当たっては関係法令を遵守

するも のとする。

ただし、基本協定締結後、災害等の発生のなかった場合は、実際の工事（業務）を

行 わないことを付記する。

また、災害協定を締結する時点において法定外労働災害補償制度に加入しているこ

とを条件としないが、協定に基づき工事請負契約を締結する時点において法定外労働

災害補償制度(元請・下請を問わず補償できる保険であること）に加入していること

を 条件とする。

なお請負契約の条件となる保険は、工事現場単位で随時に加入する方式、または直

前１年間の完成工事高により掛金を算出し保険期間内の工事を保険対象とする方式、

いずれの方式であっても差し支えないものとする。

２．参加資格要件

予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号 （以下「予決令」という ）（１） ） 。

第７０ 条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

本店又は支店営業所等が所在すること。（２） 九州地方整備局管内に



平成２１・２２年度の機械設備（３） 九州地方整備局（港湾空港関係を除く ）における。

係る一工事かつ平成２２・２３・２４年度の役務の提供「建物管理等各種保守管理」に

般競争参加資格の認定を受ける予定であること（会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続

開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認

ただし、手続開始の申し立てがなされている者においては、以定を受けていること 。。）

下の①及び②の要件を満たす場合、参加資格を有するものとする。

① 手続開始の決定を受けていること。

② 手続開始の決定後、以下のア）～ウ）を競争参加資格申請場所のいずれか１箇所に

提出していること。

ア）更生手続開始決定書又は再生手続開始決定書（鮮明であれば写しでも可）

イ）許可決定に伴い定款、役員等に変更があった場合には、それを証明する書類（鮮明

であれば写しでも可）

ウ）上記イ）に伴う競争参加資格審査申請書変更届（物品製造等）詳しくは、競争参加

者

の資格に関する公示（平成２２年１月８日）による。

（４） 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続の申立てがなされている者（上記（３）の再認定を受けた者を除く ）。

でないこと。

（５） 協定締結対象業者は経常共同企業体を除く。

（６） 基本協定区間内で 平成１６年４月以降に国 公団又は県市町村発注の機械設備工、 、

事 （排水ポンプ設備同等以上）の工事実績、または機械設備（排水ポンプ設備同等以

上）の、 点検業務や修繕の契約実績があること。

７ 九州地方整備局 港湾空港関係は除く の発注した機械設備工事のうち平成１６（ ） （ 。）

年４ 月１日以降に完成した工事の施工実績がある場合においては、当該工事に係る工事

成績 評定表の評定点の平均が６５点以上であること。

８ 緊急業務に対応した体制の確保として 災害時に２名以上の機械設備に関する実務（ ） 、

経 験者を確保できること。実務経験年数は、以下のとおりとする。

必要な実務経験年数

指定学科を修めた者 指定学科以外の者
学 歴

大 学 卒 業 後 ３年以上 ５年以上

短大・高専卒業後 ５年以上 ８年以上

高 校 卒 業 後 １０年以上 １２年以上

そ の 他 １５年以上

なお、ここでいう指定学科とは「機械工学に関する学科」とする。

９ 協力依頼対象地域内において必要な資材・機材の確保が確認できる資材及び機材の（ ）

保 有量一覧表又は調達計画表の提出ができること。



10 排水ポンプ設備について 考えられる災害 故障 の状況 項目 と その対応（ ） 「 、 （ ） （ ） 、

方法」に ついて簡易な施工計画を提出すること。

（11） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも

の として、 国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している

者 でないこと。

３．本基本協定に関する手続等

（１） 担当部局

〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 管理課

担当：管理課長 篠原 昌秀 （内線３３１）

専門職 福島 秀明 (内線４９０）

電話０９４９－２２－１８３０（代）

０９４９－２３－３４７８FAX

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法

① 交付期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 ２ 管理課内F

③ 交付方法： 手渡しによる。

協定締結参加資格認定申請書及び技術資料等の提出期間、場所及び方法（３）

① 提出期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 上記３ （１）に同じ。．

③ 提出方法： 持参、又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のも

の に限る。提出期間内必着。 を添付すること ）により提出する。FD 。

４．その他

１ 技術資料の作成要領 基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については 技（ ） 、 、「

術 資料等説明書による 」。

（２） 本協定締結後は、業種が機械設備工事において、総合評価入札制度の評価対象となる

場 合がある。



公 告

（遠賀川河川事務所管内における堰・水門設備の災害時等応急対策工事（業務）に関する

基本協定の締結）

次のとおり公告する。

平成２２年２月２６日

国土交通省 九州地方整備局

遠賀川河川事務所長 近藤 修

１．基本協定の概要等

基本協定の内容（１）

遠賀川河川事務所直轄管理区間において堰・水門設備に関わる災害が発生、若しくは災

害 の発生が予想される場合、災害の応急対策に関しこれに必要な組織及び建設機械、並び

に 資材、労力等（以下「建設資機材等」という）の確保及びその動員の方法を定め、災害

の拡大 防止と被害施設の早期復旧に期することを目的とするものである。

（本協定の範囲は、 対象堰・水門設備の機械設備とする ）添付する 。

基本協定期間（２）

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

（３） 基本協定の締結業者の選定

本協定締結業者の選定については 地域の精通度 施工実績 資材・機材の確保 簡、 、 、 、

易な施工計画を提出された技術資料等から総合的に評価して協定締結業者２社程度を決

定する評価方式である。

災害時等応急対策工事（業務）の実施方法（４）

基本協定締結後、災害等発生し緊急的に工事（業務）を実施する場合は、速やかに工

事 （業務）請負契約を締結する。工事（業務）の実施に当たっては関係法令を遵守す

るもの とする。

ただし、基本協定締結後、災害等の発生のなかった場合は、実際の工事（業務）を

行 わないことを付記する。

また、災害協定を締結する時点において法定外労働災害補償制度に加入しているこ

とを条件としないが、協定に基づき工事請負契約を締結する時点において法定外労働

災害補償制度(元請・下請を問わず補償できる保険であること）に加入していること

を 条件とする。

なお請負契約の条件となる保険は、工事現場単位で随時に加入する方式、または直

前１年間の完成工事高により掛金を算出し保険期間内の工事を保険対象とする方式、

いずれの方式であっても差し支えないものとする。

２．参加資格要件

予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号 （以下「予決令」という ）（１） ） 。

第７０ 条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

本店又は支店営業所等が所在すること。（２） 九州地方整備局管内に



平成２１・２２年度の機械設備（３） 九州地方整備局（港湾空港関係を除く ）における。

係る一工事かつ平成２２・２３・２４年度の役務の提供「建物管理等各種保守管理」に

般競争参加資格の認定を受ける予定であること（会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続

開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認

ただし、手続開始の申し立てがなされている者においては、以定を受けていること 。。）

下の①及び②の要件を満たす場合、参加資格を有するものとする。

① 手続開始の決定を受けていること。

② 手続開始の決定後、以下のア）～ウ）を競争参加資格申請場所のいずれか１箇所に

提出していること。

ア）更生手続開始決定書又は再生手続開始決定書（鮮明であれば写しでも可）

イ）許可決定に伴い定款、役員等に変更があった場合には、それを証明する書類（鮮明

であれば写しでも可）

ウ）上記イ）に伴う競争参加資格審査申請書変更届（物品製造等）詳しくは、競争参加

者

の資格に関する公示（平成２２年１月８日）による。

（４） 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づ き再生手続の申立てがなされている者（上記（３）の再認定を受けた者を除く ）。

でない こと。

（５） 協定締結対象業者は経常共同企業体を除く。

（６） 基本協定区間内で 平成１６年４月以降に国 公団又は県市町村発注の機械設備工、 、

事 （堰・水門設備同等以上）の工事実績、または機械設備（堰・水門設備同等以上）の、

点検業 務や修繕の契約実績があること。

７ 九州地方整備局 港湾空港関係は除く の発注した機械設備工事のうち平成１６（ ） （ 。）

年４ 月１日以降に完成した工事の施工実績がある場合においては、当該工事に係る工事

成績 評定表の評定点の平均が６５点以上であること。

８ 緊急業務に対応した体制の確保として 災害時に２名以上の機械設備に関する実務（ ） 、

経 験者を確保できること。実務経験年数は、以下のとおりとする。

必要な実務経験年数

指定学科を修めた者 指定学科以外の者
学 歴

大 学 卒 業 後 ３年以上 ５年以上

短大・高専卒業後 ５年以上 ８年以上

高 校 卒 業 後 １０年以上 １２年以上

そ の 他 １５年以上

なお、ここでいう指定学科とは「機械工学に関する学科」とする。

９ 協力依頼対象地域内において必要な資材・機材の確保が確認できる資材及び機材の（ ）

保 有量一覧表又は調達計画表の提出ができること。

10 堰・水門設備について 考えられる災害 故障 の状況 項目 と その対応方（ ） 「 、 （ ） （ ） 、

法」に ついて簡易な施工計画を提出すること。



（11） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも

の として、 国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している

者 でないこと。

３．本基本協定に関する手続等

（１） 担当部局

〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 管理課

担当：管理課長 篠原 昌秀 （内線３３１）

専門職 福島 秀明 (内線４９０）

電話０９４９－２２－１８３０（代）

０９４９－２３－３４７８FAX

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法

① 交付期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 ２ 管理課内F

③ 交付方法： 手渡しによる。

協定締結参加資格認定申請書及び技術資料等の提出期間、場所及び方法（３）

① 提出期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 上記３ （１）に同じ。．

③ 提出方法： 持参、又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のも

の に限る。提出期間内必着。 を添付すること ）により提出する。FD 。

４．その他

１ 技術資料の作成要領 基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については 技（ ） 、 、「

術 資料等説明書による 」。

（２） 本協定締結後は、業種が機械設備工事において、総合評価入札制度の評価対象となる

場 合がある。



係る工事かつ平成２２・２３・２４年度の役務の提供「建物管理等各種保守管理」に

一般競争参加資格の認定を受ける予定であること（会社更生法（平成１４年法律第

１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者について

は、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加

ただし、手続開始の申し立てがなされている者に資格の再認定を受けていること 。。）

おいては、以下の①及び②の要件を満たす場合、参加資格を有するものとする。

① 手続開始の決定を受けていること。

② 手続開始の決定後、以下のア）～ウ）を競争参加資格申請場所のいずれか１箇所に

提出していること。

ア）更生手続開始決定書又は再生手続開始決定書（鮮明であれば写しでも可）

イ）許可決定に伴い定款、役員等に変更があった場合には、それを証明する書類（鮮明

であれば写しでも可）

ウ）上記イ）に伴う競争参加資格審査申請書変更届（物品製造等）詳しくは、競争参加

者の資格に関する公示（平成２２年１月８日）による。

（４） 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続の申立てがなされている者（上記（３）の再認定を受けた者を除

く ）でないこと。。

（５） 協定締結対象業者は経常共同企業体を除く。

（６） 基本協定区間内で、平成１６年４月以降に国、公団又は県市町村発注の機械設備工

事（小型水門設備同等以上で、電動開閉機あるいは油圧開閉機を備える）の工事実績、

または機械設備（小型水門設備同等以上で、電動開閉機あるいは油圧開閉機を備え

る）の、点検業務や修繕の契約実績があること。

（７） 九州地方整備局（港湾空港関係は除く ）の発注した機械設備工事のうち平成１６。

年４月１日以降に完成した工事の施工実績がある場合においては、当該工事に係る工

事成績評定表の評定点の平均が６５点以上であること。

（８） 緊急業務に対応した体制の確保として、災害時に２名以上の機械設備に関する実務

経験者を確保できること。実務経験年数は、以下のとおりとする。

必要な実務経験年数

指定学科を修めた者 指定学科以外の者
学 歴

大 学 卒 業 後 ３年以上 ５年以上

短大・高専卒業後 ５年以上 ８年以上

高 校 卒 業 後 １０年以上 １２年以上

そ の 他 １５年以上

なお、ここでいう指定学科とは「機械工学に関する学科」とする。

（９） 協力依頼対象地域内において必要な資材・機材の確保が確認できる資材及び機材の

保有量一覧表又は調達計画表の提出ができること。

（10） 「小型水門設備について、考えられる災害（故障）の状況（項目）と、その対応方

法」について簡易な施工計画を提出すること。

（11） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも



のとして、 国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続してい

る者でないこと。

３．本基本協定に関する手続等

（１） 担当部局

〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 管理課

担当：管理課長 篠原 昌秀 （内線３３１）

専門職 福島 秀明 (内線４９０）

電話０９４９－２２－１８３０（代）

０９４９－２３－３４７８FAX

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法

① 交付期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 〒８２２－００１３ 福岡県直方市溝堀一丁目１－１

国土交通省九州地方整備局 遠賀川河川事務所 ２ 管理課内F

③ 交付方法： 手渡しによる。

協定締結参加資格認定申請書及び技術資料等の提出期間、場所及び方法（３）

① 提出期間： 平成２２年２月２６日（金）から平成２１年３月１２日（金）までの土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで

② 提出場所： 上記３ （１）に同じ。．

③ 提出方法： 持参、又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のも

の に限る。提出期間内必着。 を添付すること ）により提出する。FD 。

４．その他

（１） 技術資料の作成要領、基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については 「技、

術資料等説明書による 」。

（２） 本協定締結後は、業種が機械設備工事において、総合評価入札制度の評価対象となる

場合がある。




